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（百万円未満切捨て）

1. 平成30年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期中間期 62,195 △14.5 18,716 △35.3 15,059 △27.5

29年3月期中間期 72,761 4.4 28,921 5.3 20,780 12.3

（注）包括利益 30年3月期中間期　　22,173百万円 （―％） 29年3月期中間期　　△4,447百万円 （―％）

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後1株当たり中間純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期中間期 48.25 48.18

29年3月期中間期 66.65 66.56

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、

　　　１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期中間期 9,169,925 465,047 5.0

29年3月期 8,873,264 447,138 5.0

（参考）自己資本 30年3月期中間期 464,739百万円 29年3月期 446,815百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 5.50 ― 5.50 11.00

30年3月期 ― 4.50

30年3月期（予想） ― 9.00 ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金については、

　　　当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「―」として記載しております。

　　　株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金は、４円50銭となり、１株当たりの年間配当金は９円となります。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 126,000 △8.9 34,600 △23.3 25,900 △17.0 83.23

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期の通期の連結業績予想における１株当たり当期

　　　純利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。



※ 注記事項

(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期中間期 312,633,171 株 29年3月期 312,633,171 株

② 期末自己株式数 30年3月期中間期 1,473,508 株 29年3月期 539,766 株

③ 期中平均株式数（中間期） 30年3月期中間期 312,104,413 株 29年3月期中間期 311,779,818 株

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定

　　　し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

（個別業績の概要）

1. 平成30年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期中間期 64,814 △9.4 23,719 △15.9 17,694 △13.1

29年3月期中間期 71,507 5.0 28,207 6.5 20,366 14.0

1株当たり中間純利益
円 銭

30年3月期中間期 56.68

29年3月期中間期 65.31

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、

　　　１株当たり中間純利益を算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期中間期 9,144,696 452,773 4.9

29年3月期 8,857,577 432,110 4.8

（参考）自己資本 30年3月期中間期 452,465百万円 29年3月期 431,788百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 平成30年 3月期の個別業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 124,500 △7.6 38,100 △11.9 27,500 △8.3 88.37

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期の通期の個別業績予想における１株当たり当期

　　　純利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。

※中間決算短信は中間監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．当行は特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第2項に規定する事業を行う会社）に該当するため、第2四半期会計期間

　　については、中間連結財務諸表および中間財務諸表を作成しております。

２．上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異

　　なる結果となる可能性があります。
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（１）連結経営成績に関する説明

（２）連結財政状態に関する説明

（３）連結業績予想に関する説明

連結経営成績につきましては、経常収益は、国債等債券売却益の減少によるその他業務収益の減少及び株式等売却
益の減少によるその他経常収益の減少を主因として、前年同期比105億66百万円減少し、621億95百万円となりました。
一方、経常費用は、国債等債券売却損の減少によるその他業務費用の減少を主因として、前年同期比３億61百万円減
少し、434億79百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比102億５百万円減益の187億16百万円となり
ました。親会社株主に帰属する中間純利益は、負ののれん発生益等もあり、前年同期比57億21百万円減益の150億59
百万円となりました。

連結財政状態につきましては、貸出金は、事業性貸出等と個人ローンがともに増加した結果、前連結会計年度末比
1,691億円増加の５兆7,747億円となりました。預金等（譲渡性預金含む）は、地域に密着した営業活動に努めた結果、
前連結会計年度末比1,658億円増加の７兆4,619億円となりました。有価証券は、前連結会計年度末比1,778億円減少
し、１兆5,836億円となりました。

１.当四半期（中間期）決算に関する定性的情報

連結ベースの通期業績予想につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年比53億円減益の259億円を見
込んでおります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

現金預け金 1,253,275 1,526,880

コールローン及び買入手形 17,396 18,572

買入金銭債権 7,091 7,187

特定取引資産 9,145 7,947

金銭の信託 156 9,156

有価証券 1,761,462 1,583,656

貸出金 5,605,677 5,774,765

外国為替 7,890 9,633

その他資産 57,766 74,574

有形固定資産 92,305 91,073

無形固定資産 10,249 10,051

退職給付に係る資産 46,078 48,004

繰延税金資産 699 782

支払承諾見返 42,001 43,164

貸倒引当金 △37,933 △35,524

資産の部合計 8,873,264 9,169,925

負債の部

預金 6,985,538 6,995,495

譲渡性預金 310,574 466,466

コールマネー及び売渡手形 3,365 7,891

売現先勘定 137,187 137,517

債券貸借取引受入担保金 401,641 416,255

特定取引負債 7,183 5,999

借用金 453,379 554,331

外国為替 163 552

社債 20,000 -

信託勘定借 22 23

その他負債 42,914 51,638

退職給付に係る負債 38 40

役員退職慰労引当金 27 21

睡眠預金払戻損失引当金 1,461 1,484

ポイント引当金 125 158

株式給付引当金 - 58

本店建替損失引当金 1,095 1,095

特別法上の引当金 - 41

繰延税金負債 5,790 9,027

再評価に係る繰延税金負債 13,613 13,613

支払承諾 42,001 43,164

負債の部合計 8,426,125 8,704,877
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,743 30,746

利益剰余金 290,180 301,807

自己株式 △437 △1,257

株主資本合計 375,060 385,870

その他有価証券評価差額金 39,492 46,556

繰延ヘッジ損益 △512 △342

土地再評価差額金 27,763 27,763

退職給付に係る調整累計額 5,011 4,891

その他の包括利益累計額合計 71,755 78,869

新株予約権 322 308

純資産の部合計 447,138 465,047

負債及び純資産の部合計 8,873,264 9,169,925
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

経常収益 72,761 62,195

資金運用収益 39,512 39,054

（うち貸出金利息） 30,606 30,627

（うち有価証券利息配当金） 8,381 7,698

信託報酬 86 95

役務取引等収益 14,128 15,478

特定取引収益 94 469

その他業務収益 5,889 2,019

その他経常収益 13,050 5,078

経常費用 43,840 43,479

資金調達費用 4,081 5,068

（うち預金利息） 1,515 1,587

役務取引等費用 4,166 4,324

その他業務費用 3,135 1,562

営業経費 28,674 30,391

その他経常費用 3,782 2,131

経常利益 28,921 18,716

特別利益 0 4,198

固定資産処分益 0 -

負ののれん発生益 - 4,196

金融商品取引責任準備金取崩額 - 2

特別損失 46 2,144

固定資産処分損 18 20

減損損失 27 0

段階取得に係る差損 - 2,123

税金等調整前中間純利益 28,874 20,770

法人税、住民税及び事業税 8,850 5,720

法人税等調整額 △756 △9

法人税等合計 8,094 5,710

中間純利益 20,780 15,059

親会社株主に帰属する中間純利益 20,780 15,059
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

中間純利益 20,780 15,059

その他の包括利益 △25,227 7,113

その他有価証券評価差額金 △25,505 7,063

繰延ヘッジ損益 278 169

退職給付に係る調整額 △1 △120

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

中間包括利益 △4,447 22,173

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △4,447 22,173
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 54,573 30,817 265,811 △982 350,220

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,426 △3,426

親会社株主に帰属す

る中間純利益
20,780 20,780

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △73 552 478

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - △73 17,354 551 17,831

当中間期末残高 54,573 30,743 283,165 △431 368,051

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 65,797 △764 27,784 4,548 97,365 334 447,919

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,426

親会社株主に帰属す

る中間純利益
20,780

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 478

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△25,505 278 - △1 △25,227 △52 △25,280

当中間期変動額合計 △25,505 278 - △1 △25,227 △52 △7,448

当中間期末残高 40,292 △485 27,784 4,546 72,137 281 440,471
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当中間連結会計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 54,573 30,743 290,180 △437 375,060

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

親会社株主に帰属す

る中間純利益
15,059 15,059

自己株式の取得 △852 △852

自己株式の処分 2 32 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - 2 11,626 △819 10,809

当中間期末残高 54,573 30,746 301,807 △1,257 385,870

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 39,492 △512 27,763 5,011 71,755 322 447,138

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433

親会社株主に帰属す

る中間純利益
15,059

自己株式の取得 △852

自己株式の処分 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

7,063 169 - △120 7,113 △14 7,099

当中間期変動額合計 7,063 169 - △120 7,113 △14 17,909

当中間期末残高 46,556 △342 27,763 4,891 78,869 308 465,047
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（信託を通じて自社の株式を交付する取引）
当行は、中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、取締役

（社外取締役を除く）及び執行役員（以下、「取締役等」という。）を対象に、信託の仕組みを活
用して当行株式を交付等する役員報酬ＢＩＰ(Board Incentive Plan)信託を導入しております。

(1)取引の概要
当行が定める株式交付規程に基づき取締役等にポイントを付与し、退任時に累計ポイントに相当

する当行株式及び当行株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭を信託を通じて交付及び
給付します。取締役等に対し交付等する当行株式等については、予め当行が信託設定した金銭によ
り取得します。

　
(2)信託が保有する自社の株式に関する事項
①信託が保有する自社の株式は、信託における帳簿価額により株主資本において自己株式として

　計上しております。
②信託における帳簿価額は847百万円であります。
③信託が保有する自社の株式の期末株式数は1,936千株であります。
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（企業結合等関係）

当行の持分法適用の関連会社であったひろぎんウツミ屋証券株式会社は平成29年６月１日付で自
己株式の取得を行い、当行の完全子会社となりました。その概要は以下のとおりです。

　
(1)企業結合の概要
①被取得企業の名称および事業の内容
ひろぎんウツミ屋証券株式会社（金融商品取引業）

②企業結合を行った主な理由
被取得企業との連携強化を図り、お客さまの利益の適切な保護に十分配意した価値ある金融商

品・サービスの提供とともに、お客さまの利便性やご満足・ご安心の向上に資するため
③企業結合日
平成29年６月１日（みなし取得日 平成29年４月１日）

④企業結合の法的形式
持分法適用関連会社による自己株式の取得により生じる議決権比率の変動

⑤結合後企業の名称
ひろぎん証券株式会社（平成29年６月１日付でひろぎんウツミ屋証券株式会社から商号変更し

ております）
⑥取得した議決権比率
企業結合直前に保有していた議決権比率：50％
企業結合日に取得した議決権比率：50％
取得後の議決権比率：100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当行が被取得企業の議決権の過半数を取得するため

　
(2)中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年４月１日をみなし取得日としているため、平成29年４月１日から平成29年９月30日ま
での業績を含めております。

　
(3)取得原価の算定等に関する事項
①被取得企業の取得原価
企業結合前に保有していたひろぎんウツミ屋証券株式会社の企業結合日における時価

　5,000百万円
②被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差損 2,123百万円

(4)取得原価の配分に関する事項
①企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 24,236百万円
固定資産 611百万円
資産合計 24,847百万円

流動負債 15,607百万円
固定資産 43百万円
負債合計 15,650百万円

②発生した負ののれんの金額及び発生原因
(イ)発生した負ののれんの金額

4,196百万円
(ロ)発生原因

企業結合時の時価純資産額が被取得企業の取得原価を上回ったため

（重要な後発事象）

（株式併合）
平成29年６月28日開催の第106期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式２株に

つき１株の割合で株式併合を実施いたしました。
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

現金預け金 1,252,600 1,525,574

コールローン 17,396 18,572

買入金銭債権 5,536 5,635

特定取引資産 9,145 7,945

金銭の信託 156 156

有価証券 1,765,068 1,594,320

貸出金 5,605,192 5,765,385

外国為替 7,890 9,633

その他資産 54,292 68,020

有形固定資産 91,974 90,640

無形固定資産 10,235 9,822

前払年金費用 38,814 40,914

支払承諾見返 39,950 41,274

貸倒引当金 △35,775 △33,200

投資損失引当金 △4,901 -

資産の部合計 8,857,577 9,144,696

負債の部

預金 6,992,488 7,005,324

譲渡性預金 316,053 472,156

コールマネー 3,365 7,891

売現先勘定 137,187 137,517

債券貸借取引受入担保金 401,641 416,255

特定取引負債 7,183 5,999

借用金 453,379 551,212

外国為替 163 552

社債 20,000 -

信託勘定借 22 23

その他負債 34,882 30,513

未払法人税等 6,733 4,907

リース債務 727 692

資産除去債務 313 315

その他の負債 27,108 24,597

睡眠預金払戻損失引当金 1,461 1,484

ポイント引当金 86 120

株式給付引当金 - 58

本店建替損失引当金 1,095 1,095

繰延税金負債 2,891 6,829

再評価に係る繰延税金負債 13,613 13,613

支払承諾 39,950 41,274

負債の部合計 8,425,466 8,691,922
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,742 30,745

資本準備金 30,634 30,634

その他資本剰余金 108 111

利益剰余金 280,157 294,417

利益準備金 40,153 40,153

その他利益剰余金 240,004 254,264

別途積立金 209,604 233,604

繰越利益剰余金 30,400 20,660

自己株式 △423 △1,243

株主資本合計 365,050 378,494

その他有価証券評価差額金 39,486 46,550

繰延ヘッジ損益 △512 △342

土地再評価差額金 27,763 27,763

評価・換算差額等合計 66,738 73,971

新株予約権 322 308

純資産の部合計 432,110 452,773

負債及び純資産の部合計 8,857,577 9,144,696
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

経常収益 71,507 64,814

資金運用収益 39,833 39,961

（うち貸出金利息） 30,569 30,438

（うち有価証券利息配当金） 8,753 8,809

信託報酬 86 95

役務取引等収益 12,579 12,469

特定取引収益 94 100

その他業務収益 5,889 2,015

その他経常収益 13,023 10,172

経常費用 43,300 41,094

資金調達費用 4,081 5,039

（うち預金利息） 1,515 1,587

役務取引等費用 4,580 4,549

その他業務費用 3,135 1,562

営業経費 27,853 27,893

その他経常費用 3,649 2,049

経常利益 28,207 23,719

特別利益 0 -

特別損失 46 21

税引前中間純利益 28,160 23,698

法人税、住民税及び事業税 8,505 5,316

法人税等調整額 △711 687

法人税等合計 7,793 6,004

中間純利益 20,366 17,694
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 54,573 30,634 182 30,816 40,153 186,604 30,249 257,006

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,426 △3,426

別途積立金の積立 23,000 △23,000 -

中間純利益 20,366 20,366

自己株式の取得

自己株式の処分 △73 △73

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - - △73 △73 - 23,000 △6,059 16,940

当中間期末残高 54,573 30,634 108 30,742 40,153 209,604 24,189 273,946

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △969 341,427 65,796 △764 27,784 92,815 334 434,577

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,426 △3,426

別途積立金の積立 - -

中間純利益 20,366 20,366

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 552 478 478

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△25,505 278 - △25,226 △52 △25,279

当中間期変動額合計 551 17,418 △25,505 278 - △25,226 △52 △7,861

当中間期末残高 △417 358,845 40,290 △485 27,784 67,588 281 426,716
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当中間会計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 54,573 30,634 108 30,742 40,153 209,604 30,400 280,157

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

別途積立金の積立 24,000 △24,000 -

中間純利益 17,694 17,694

自己株式の取得

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - - 2 2 - 24,000 △9,739 14,260

当中間期末残高 54,573 30,634 111 30,745 40,153 233,604 20,660 294,417

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △423 365,050 39,486 △512 27,763 66,738 322 432,110

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

別途積立金の積立 - -

中間純利益 17,694 17,694

自己株式の取得 △852 △852 △852

自己株式の処分 32 35 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

7,063 169 - 7,233 △14 7,218

当中間期変動額合計 △819 13,444 7,063 169 - 7,233 △14 20,662

当中間期末残高 △1,243 378,494 46,550 △342 27,763 73,971 308 452,773
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・平成29年度中間期の損益は、経費の削減や与信費用の減少等に加えて、ひろぎん証券㈱株式

にかかる投資損失引当金戻入益49億円を計上したものの、有価証券関係損益の減少を主因と

して、中間純利益は前年同期比27億円減益の176億円となりました。

・連結ベースでは、平成29年６月１日にひろぎん証券㈱を完全子会社化したことに伴い負のの

れん発生益等を計上したものの、単体で計上した投資損失引当金戻入益を消去することから、

親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比57億円減益の150億円となりましたが、引続き

高水準の利益を確保しております。

・このように「中期計画2017」の初年度である平成29年度の業績は、平成29年９月26日に業績

予想の上方修正について公表したとおり、順調に推移しております。

Ⅰ 平成29年度中間期 決算ダイジェスト

(億円）

( 増減率 )

648 ( △9.4% )

349

88

438 ( △2.3% )

266

171 ( △1.6% )

39

8

49

237 ( △15.9% )

176 ( △13.1% )

( 増減率 )

621 ( △14.5% )

187 ( △35.3% )

150 ( △27.5% )

うち 投資損失引当金戻入益 49

役務取引等利益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△ 与 信 費 用

△ 7

うち

うち

△ 10

△ 3

△ 57

有価証券 関係 損益

親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

△ 45経 常 利 益

資 金 利 益

△ 27

△ 67

△ 11

△ 99

前年同期比

△

経 常 収 益

平成29年度
中 間 期

コ ア 業 務 純 益

△ 8

△ 3

経 常 収 益 △ 106

経 常 利 益 △ 102

平成29年度
中 間 期 前年同期比

（注） 1.コア業務純益＝ 資金利益 ＋（役務取引等利益＋特定取引利益＋その他業務利益－国債等債券関係損益）－ 経費

2.有価証券関係損益 ＝ 国債等債券関係損益 ＋ 株式等関係損益

3.与信費用 ＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

【連結】

【単体】

１．業績ハイライト

１



（１）コア業務粗利益

（３）経常利益・中間純利益・ＲＯＥ

（２）経費・コア業務純益

375 374 357 349 

93 100 
91 88 

28.8% 29.5%
30.5%

30.7%

26/中間 27/中間 28/中間 29/中間

（億円）

コア業務粗利益・非金利収入比率の推移

438448
474468

経費

コア業務粗利益
コアＯＨＲ＝

58.5%

55.8%

61.0% 60.8%

26/中間 27/中間 28/中間 29/中間

（億円）
経費・コアＯＨＲの推移

266

273

265

274

資金利益は、外貨調達費用の増加と貸出金利息の減少などにより、前年同期比８億円減少し349億円
となりました。また、役務取引等利益等は、デリバティブ関連費用の増加と保険販売手数料の減少な
どにより、前年同期比３億円減少し88億円となりました。
これらにより、コア業務粗利益は前年同期比10億円減益の438億円となりました。
なお、非金利収入比率は、前年同期比0.2ポイント上昇し30.7%となりました。

26/中間 27/中間 28/中間 29/中間

（億円）
コア業務純益の推移

171174

209
194

経費は前年同期比７億円減少し266億円となり、コアＯＨＲは前年同期比0.2ポイント改善し60.8%
となりました。
これらにより、本業の収益力を示すコア業務純益は前年並みの171億円となりました。

与信費用の減少に加えて、ひろぎん証券㈱株式にかかる投資損失引当金戻入益49億円を計上したも
のの、有価証券関係損益の減少を主因として、経常利益は前年同期比45億円減益の237億円、中間純
利益は前年同期比27億円減益の176億円となりました。

△ 0.04%
△ 0.06%

0.07%

0.03%

26/中間 27/中間 28/中間 29/中間

7.05%

8.69%
9.43%

7.98%

26/中間 27/中間 28/中間 29/中間

経常利益・中間純利益・ＲＯＥの推移

（億円）

与信費用・与信費用比率の推移

（億円）

△９
△15

19

８

与信費用÷183×365

貸出金残高
与信費用比率 ＝

中間純利益÷183×365

〔期首純資産(新株予約権除く)＋中間期末純資産(新株予約権除く) 〕÷2
ＲＯＥ ＝

192

265 282
237

127

179
203 176

～～

～～

～～

コア業務粗利益
△10億円

役務取引等利益 等

△３億円

資金利益
△８億円

コアＯＨＲ
△0.2ﾎﾟｲﾝﾄ

経費
△７億円

コア業務純益
△３億円

与信費用比率
△0.04ﾎﾟｲﾝﾄ

与信費用
△11億円

ＲＯＥ
△1.45ﾎﾟｲﾝﾄ

中間純利益
△27億円

経常利益
△45億円

２

非金利収入比率
＋0.2ﾎﾟｲﾝﾄ

(ひろぎん証券加算後 33.6%)

役務取引等収益＋特定取引収益＋その他業務収益（国債等債券売却益除く）

コア業務粗利益
非金利収入比率 ＝



8,708 8,962 9,233 9,506 

3,180 
3,506 

3,790 
4,119 

589
638

714
893

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

28,013 
29,001 

29,656 
29,914 

24,971 
25,771 

26,326 
26,524 

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

（１）貸出金

２．営業の状況

（先）

事業性貸出先数の推移

貸出金残高は、事業性貸出等と個人ローンがともに増加し、平成28年９月末比4,126億円（年率＋
7.7％）増加の５兆7,653億円となりました。
事業性貸出等は、事業性評価の活用による融資推進やコンサルティング型融資商品を通じた資金

ニーズの掘り起こし等に努めた結果、平成28年９月末比3,346億円（年率＋8.4％）増加し４兆3,134
億円となりました。
このうち従来から重点的に取り組んでいる中小企業向け貸出金残高は、1,527億円（年率＋7.0％）
増加し２兆3,490億円となりました。
個人ローン残高は、新商品・サービスの拡充やライフステージごとの時機に応じたキャンペーンの
実施等により、住宅ローンと消費者ローンの推進に努めた結果、平成28年９月末比780億円（年率
＋5.7％）増加し１兆4,518億円となりました。

事業性貸出先数は、創業支援や将来の取引拡大につながる新規貸出先の開拓に努めた結果、平成28
年９月末比258先増加しました。このうちリテール層の事業性貸出先数は、平成28年９月末比198先増
加しました。

（注）リテール層：売上高10億円未満の先

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

中小企業向け貸出金残高の推移
（億円）

23,490

21,963
21,262

20,484

12,478 13,108 13,738 14,518 

36,948
38,392

39,788
43,134

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

（億円）

貸出金残高の推移
57,653

53,527
51,500

49,426

～～

個人ローン残高の推移
（億円）

14,518

13,738
13,108

12,478

個人ローン
＋780億円
年率＋5.7%

～～

～～

住宅ローン
＋273億円
年率＋3.0%

貸出金残高
＋4,126億円
年率＋7.7%

消費者ローン
＋179億円
年率＋25.1%

その他ローン
＋329億円
年率＋8.7%

個人ローン
＋780億円
年率＋5.7%

事業性貸出等
＋3,346億円
年率＋8.4%

中小企業向け
貸出金残高
＋1,527億円
年率＋7.0%

事業性貸出先数
＋258先
年率＋0.9%

うちリテール層
＋198先
年率＋0.8%

３



（２）預金等

（３）法・個人預り資産（ひろぎん証券含む）

預金等残高は、地域に密着した営業活動に努めた結果、平成28年９月末比2,658億円（年率＋3.7％）
増加し７兆4,774億円となりました。
このうち法人預金は、1,000億円（年率＋4.6％）増加し２兆2,616億円となり、個人預金は、1,592
億円（年率＋3.5％）増加し４兆7,134億円となりました。

法・個人預り資産残高は、お客さま本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の実践
に向けた取組強化を図る中で、ひろぎん証券と連携強化のうえ、お客さまニーズに応じたコンサル
ティング営業に努めた結果、平成28年９月末比3,611億円（年率＋4.2％）増加し９兆320億円となり
ました。

3,112 3,339 4,958 5,023 

42,623 44,225 
45,542 47,134 

19,109 
20,371 

21,616 
22,616 

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（億円）

預金等残高の推移

74,774
72,116

67,935
64,844

64,844 
67,935 

72,116 
74,774 

16,072 
15,786 

14,592 

15,545 

26/9末 27/9末 28/9末 29/9末

法・個人預り資産残高の推移

（ひろぎん証券含む）

（億円）

80,916
83,722

90,320

86,709

～～

預金等

＋2,658億円

年率＋3.7%

法・個人

非預金商品
(ひろぎん証券含む)

＋953億円

年率＋6.5%

公金･金融預金
＋65億円
年率＋1.3%

個人預金
＋1,592億円
年率＋3.5%

法人預金
＋1,000億円
年率＋4.6%

預金等残高
＋2,658億円
年率＋3.7%

法・個人
預り資産残高
＋3,611億円
年率＋4.2%

４

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（注）ひろぎん証券の非預金商品残高は、時価ベースです。



73.9%

1

①

（億円）

188354

③÷（①－②）

49.6%

31163

504

67

157

28.4%

66 100.0%

合 計

要 管 理 債 権

引当率

②

破産更生債権等

危 険 債 権

734

55

233

100.0%

77.3%

52.6%

（②＋③）÷①

57.8%

開示債権額
開示債権額に
対するカバー率

対象債権に
対する引当金

③

担保等による
保全部分

89 70 53 67

700

415 526 504

188

251 147 163

1.88%

1.37%

1.28% 1.25%

27/3末 28/3末 29/3末 29/9末

（１）金融再生法開示債権額

金融再生法開示債権額と不良債権比率の推移

（億円）

【参考】保全の内訳

726735

977

734

金融再生法開示債権額は、地域のお取引先の事業再生や経営改善支援への積極的な取組みなどに
より、平成29年３月末比８億円微増の734億円と引続き良好な水準を維持しております。これによ
り、不良債権比率は平成29年３月末比0.03ポイント改善し1.25%となり、過去最も低い良好な水準と
なりました。

破産更生債権等

＋14億円

危険債権

△22億円

要管理債権

＋16億円

（２）自己資本比率

（注）リスク・アセット算出手法は、基礎的内部格付手法を採用しております。

連結自己資本比率は、内部留保の蓄積等により自己資本の額が増加した結果、平成29年３月末比
0.29ポイント上昇し11.39％となり、引続き国内基準（規制値４％）を大幅に上回る十分な水準を維
持しております。

不良債権比率

△0.03ﾎﾟｲﾝﾄ

11.39(3) 連 結 自 己 資 本 比 率 (1) ÷ (2)

平成29年９月末

101
(2) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 33,829 40

(1) 自 己 資 本 の 額 3,853

（単位：億円、%）

0.29

平成29年３月末比

３．財務の健全性

金融再生法開示債権額

＋８億円

（注）金融再生法開示債権額は、単位未満を四捨五入して

表示しています。

金融再生法開示債権額

総与信
不良債権比率 ＝

５



（１）業績予想

（億円）

上 期
実 績

下 期
予 想

648 597 1,245 △ 102

349 333 682 △ 32

88 84 172 △ 5

438 417 855 △ 36

266 277 543 △ 4

171 140 311 △ 33

うち 39 13 52 △ 63

うち△ 8 15 23 △ 4

237 144 381 △ 51

176 99 275 △ 24

（億円）

上 期
実 績

下 期
予 想

621 639 1,260 △ 122

187 159 346 △ 104

150 109 259 △ 53

前年比

前年比

有価証券関係損益

平成29年度
予　想

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益

経 常 収 益

役 務 取引 等利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

当 期 純 利 益

与 信 費 用

経 常 利 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

平成29年度
予　想

経 常 収 益

【単体業績予想】

【連結業績予想】

平成29年度の業績は、下期については前年同期並みの利益計上を織り込むものの、上期における
株式等関係損益の減少などにより、当期純利益は275億円、親会社株主に帰属する当期純利益は259
億円を見込んでおります。

４．平成29年度通期の業績と配当の予想

（注） 1.コア業務純益 ＝ 資金利益 ＋（役務取引等利益＋特定取引利益＋その他業務利益－国債等債券関係損益）－ 経費

2.有価証券関係損益 ＝ 国債等債券関係損益 ＋ 株式等関係損益

3.与信費用 ＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

６



当行は、地域のリーディングバンクとして金融仲介機能を発揮し地域の持続的成長に貢献してい
くため、株主還元とともに内部留保の充実にも意を用い、「安定配当金」に加えて、親会社株主に
帰属する当期純利益に応じた「業績連動型の配当金」を実施しております。

平成29年度の業績予想を「配当目安テーブル」に照らし、平成29年度の期末配当（予想）につい
ては１株当たり９円00銭（平成29年10月１日付で実施した株式併合（普通株式２株を１株に併合）
を考慮しない場合４円50銭）といたします。
なお、中間配当については、株式併合前の１株当たり４円50銭とすることを平成29年11月９日開

催の取締役会で決議いたしました。

（２）配当予想

７

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋②

330億円超 12円 12円 24円 ～ 22.7％未満

300億円超 ～ 330億円以下 12円 10円 22円 20.8％以上 ～ 22.9％未満

270億円超 ～ 300億円以下 12円 ８円 20円 20.8％以上 ～ 23.2％未満

240億円超 ～ 270億円以下 12円 ６円 18円 20.8％以上 ～ 23.4％未満

210億円超 ～ 240億円以下 12円 ４円 16円 20.8％以上 ～ 23.8％未満

180億円超 ～ 210億円以下 12円 ２円 14円 20.8％以上 ～ 24.3％未満

～ 180億円以下 12円 ０円 12円 20.8％以上 ～

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり年間配当金額 連結
配当性向

【配当目安テーブル（平成29年10月１日付 株式併合実施後）】 ※期末配当

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋②

330億円超 ６円 ６円 12円 ～ 22.7％未満

300億円超 ～ 330億円以下 ６円 ５円 11円 20.8％以上 ～ 22.9％未満

270億円超 ～ 300億円以下 ６円 ４円 10円 20.8％以上 ～ 23.2％未満

240億円超 ～ 270億円以下 ６円 ３円 ９円 20.8％以上 ～ 23.4％未満

210億円超 ～ 240億円以下 ６円 ２円 ８円 20.8％以上 ～ 23.8％未満

180億円超 ～ 210億円以下 ６円 １円 ７円 20.8％以上 ～ 24.3％未満

～ 180億円以下 ６円 ０円 ６円 20.8％以上 ～

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり年間配当金額 連結
配当性向

【ご参考】変更前配当目安テーブル（平成29年９月30日まで） ※中間配当

※平成29年10月１日をもって株式併合を実施（２株を１株に併合）したことに伴い、配当目安テーブルの見直しを行いまし
た。中間配当について参照した変更前の配当目安テーブルについては以下のとおりです。
なお、本見直しは株式併合に応じた１株当たり配当金額の見直しであり、連結配当性向は変更ございません。



Ⅱ 決算の計数

1. 損益状況【単体】
（百万円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 4,901 4,901 -

法 人 税 等 合 計 51+52 6,004

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 関 係 損 益
固 定 資 産 処 分 益
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益 44+45

0

△ 1,789

2

(39,889)
31,833
7,947

(△744)
△ 616
△ 48

29年度中間期

(44,858)
40,883

△ 3,197
(△1,037)
△ 1,379

(△ 2.3%)

28年度中間期
（増減率）
(△ 6.8%) 46,687

△ 2,672

25

△ 4,462

25
25

1,398

(△1,112)

△ 27

△ 0

△ 276

△ 7,777
△ 8,434
△ 652

△ 3,755

△ 50
462

1,040
△ 7,203

△ 6,620

46

△ 4,488

△ 1,558

△ 73

△ 23
△ 23

△ 3,189

△ 44

5,508
△ 7,957

3,469

(△1,524)
△ 750
△ 651

29

△ 1,641

△ 743
(△635)
△ 1,818
(△ 294)
△ 214

貸 出 金 償 却

国 際 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 10-16 ）
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

税 金

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 1-9-16 ）
国 内 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 3-9 ）

役 務 取 引 等 利 益

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）

資 金 利 益

10,954
人 件 費
物 件 費

特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

26,626
13,851

(4,675)
3,704

54
333

(359)
3,985

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

実 質 業 務 純 益 1-17

業 務 純 益 21-23

115
46
119

(△690)

16,863
(17,194)

1,821

株 式 等 関 係 損 益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 売 却 損

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 9+16

臨 時 損 益 30-35+42+43

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却

株 式 等 償 却

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益 24+29
特 別 損 益

（ 与 信 費 用 23+35 ）

不 良 債 権 処 理 額

貸 出 債 権 売 却 損 等

（ 有 価 証 券 関 係 損 益 25+30 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益 等

46

中 間 純 利 益 50-53

（ コ ア 業 務 純 益 2-17 ）
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

43,490
(43,821)
39,504

(39,145)
31,217
7,899

4,263
4,330
65
1

-
16,863
△ 331

6,856

1,209
1,494

17,694

23,698
5,316
687

△ 21

1,322

△ 1,432
23,719

-
29

876

-
20

(876)

△ 21

12
462

△ 25

△ 5,508

△ 2,159
24,820
1,828

(△ 32.1%)

3,918
138
69

19,311△ 2,448
(△288) (17,482)

(△ 2.7%)

1,846

(1,988)

12,040
12,764

73

6

1,076
(994)
5,803

1,677

(4,969)

62
-

(834)
27,376
14,502
11,027

(13,869)

△ 46

△ 711

20,366

0
18
27

28,160
8,505

7,793

△ 46

7,496
282

7,203

△ 1,156
28,207

28年度中間期比

(△ 12.7%)
(△ 1.6%)

(△ 13.1%)

(△ 15.9%)

4,964
3,135

-
3,387

△ 5
717

(3,932) (△9,937)

８



【連結】

（参考：連結コア業務純益）

（百万円）

17,372 △ 935 18,307連 結 コ ア 業 務 純 益

29 年 度 中 間期 28 年 度 中 間期
28年度中間期比

（百万円）

1 6

29 年 度 中 間期 28 年 度 中 間期
28年度中間期比

2 △ 1 3持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 子 会 社 数 7

（社）
（参考：連結対象会社数）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

(2,073) (2,073) -

法 人 税 等 合 計 21+22 5,710 △ 2,384 8,094

貸 出 債 権 売 却 損 等

5,720

株 式 等 関 係 損 益

△ 9

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

貸 出 金 償 却

営 業 経 費

そ の 他 業 務 利 益

与 信 費 用

特 定 取 引 利 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

親 会 社 株 主 に帰 属す る中 間純 利益 15,059

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益 1-6-7+14+15+16

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 17+18

4,263

18,716

△ 274

法 人 税 等 調 整 額

65

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 240

20,770

2,054

（ う ち 負 の の れ ん 発 生 益 等 ）

-

33,985

469

1,322

1,107

30,391

-

375

1,717

11,249

456

2,400

28,674

94

△ 2,298 2,754

△ 1,293

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

28年度中間期
（増減率）

46,161

29年度中間期

(△ 4.5%)

28年度中間期比

48,328

10,048

(6.0%)

-

△ 7,529 7,529

240

1,040 282

△ 5,424

△ 7,777 12,040

76

62△ 50

(△ 35.3%)

△ 8,104

△ 462,100

38

△ 5,721 20,780

△ 3,130 8,850

747 △ 756

(△ 27.5%)

20,780

△ 2,167

△ 1,445 35,430

1,201

27

5,424

償 却 債 権 取 立 益 等 12

△ 3937

中 間 純 利 益 20-23 15,059 △ 5,721

28,874

136 △ 410

△ 10,205 28,921

（注）「連結粗利益」は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定取引収益－

特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しています。

（注）「連結コア業務純益」は、連結粗利益－経費（除く臨時処理分）－国債等債券関係損益で算出しています。

９



2. 業務純益【単体】

3. 利鞘【単体】

コ ア 業 務 純 益 17,194 △ 288

24,820

5,153

16,863

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） 5,255 △ 107

7,6135,153 △ 2,460職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

△ 770 5,923

28年度中間期
28年度中間期比

△ 2,448 19,311

17,482

5,362

△ 7,957業 務 純 益

(2)

(3)

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

29年度中間期

16,863実 質 業 務 純 益

(1)

（百万円）

0.74

1.07

1.05

資 金 運 用 利 回 (A)

資 金 調 達 原 価 (B)

(1)

(2)

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回 0.16

28年度中間期
28年度中間期比

- 1.07

29年度中間期

1.06

0.040.04 -

△ 0.040.31

△ 0.08 1.14

△ 0.05 0.79

0.89

預 金 等 利 回

0.35

(4) 総 資 金 利 鞘 (A)-(B) 0.33 0.05 0.28

(3) 預 貸 金 利 鞘

（%）

（注）預金等利回は、譲渡性預金を含んでいます。

ＲＯＥ【単体】

業 務 純 益 ベ ー ス

中 間 純 利 益 ベ ー ス

（1）

（2）

（3）

（4）

コ ア 業 務 純 益 ベ ー ス

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

29年度中間期

7.60

28年度中間期
28年度中間期比

△ 1.35 8.95

7.75 △ 0.35 8.10

11.50

7.98 △ 1.45 9.43

7.60 △ 3.90

(注） ROE算出式   =
〔期首純資産の部合計(新株予約権除き) + 中間期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

(1)コア業務純益（又は(2)実質業務純益 又は(3)業務純益 又は(4)中間純利益）÷183×365

4.
（%）

預 金 等 利 回

0.34

(4) 総 資 金 利 鞘 (A)-(B) 0.25 0.05 0.20

(3) 預 貸 金 利 鞘

0.030.03 -

△ 0.060.28

△ 0.11 1.12

△ 0.08 0.77

0.730.16

28年度中間期
28年度中間期比

△ 0.03 0.97

29年度中間期

1.01

0.69

0.94

0.89

資 金 運 用 利 回 (A)

資 金 調 達 原 価 (B)

(1)

(2)

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

（%）

（注）預金等利回は、譲渡性預金を含んでいます。

（全店）

（国内業務部門）
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5. 自己資本比率（国内基準）

（億円）

【連結】 （億円）

【単体】

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 33,940

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,778

29 年 3 月 末
29年 3月末比

11.13%

261

29 年 9 月 末

4,040

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1) 3,899

247

3,652

33,746

10.82%

141

14

126

194

0.31%

4,030

277

3,752

33,789

11.10%

113

13

101

40

0.29%

29 年 3 月 末
29年 3月末比

11.39%

290

29 年 9 月 末

4,143

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1) コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 33,829

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,853

自己資本比率は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第
19号）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法を、オペレーショナル・リスク
相当額の算出においては粗利益配分手法を採用しております。

自己資本の構成については、当行ホームページ（http://www.hirogin.co.jp/）をご覧下さい。

6. 有価証券評価損益【単体】
（億円）

非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりま

せん。

（注）

720 158

523 36

102 13

94 109△ 12 △ 14

評 価益 評 価損

- -

720 158

評価損益
29年3月末比

- -

評価損益

562

102 562

102664 778

9債 券

そ の 他

そ の 他 有 価 証 券

89

△ 26

-

63 △ 26

140 487

29年9月末

評 価損

627

664

満 期 保 有 目 的

株 式

評 価益

-

114

26

合 計

29年3月末

78

114

-

778

653

72

52

11



Ⅲ 貸出金・預金等の状況

1. 貸出金の状況

(1) 貸出金残高の内訳【単体】

（億円）

56,884 3,470 53,414

42,575 2,709 39,866

14,309 762 13,547

9,439 282 9,157

4,869 479 4,390

貸 出 金 残 高

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

28年度中間期
28年度中間期比

29年度中間期

事 業 性 貸 出 等

（平　残）

個 人 ロ ー ン

（億円）

57,653 1,602 56,051

43,134 1,258 41,876

14,518 343 14,175

9,506 95 9,411

5,012 248 4,764

貸 出 金 残 高

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

事 業 性 貸 出 等

（末　残）

個 人 ロ ー ン

（億円）

38,107 877 37,230

66.1% △ 0.3% 66.4%

中 小 企 業 等 貸 出 残 高

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

(2) 中小企業等貸出【単体】

（注）1. 中小企業等貸出残高は個人ローン残高等を含んでいます。

2. 中小企業等貸出比率の分母となる貸出金は、特別国際金融取引勘定分を除いています。

12



（百万円）

33,200 △ 2,575 35,775

17,339 352 16,987

15,860 △ 2,927 18,787

- - -

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

貸倒引当金

一般貸倒引当金

2. リスク管理債権の状況

・部分直接償却後で記載しています。

・自己査定の結果、破綻懸念先以下に区分した債務者に対する未収利息は、全額を不計上としています。

3. 貸倒引当金等の状況

（百万円）

1,428 163 1,265

54,433 516 53,917

2,374 347 2,027

13,884 1,258 12,626

72,120 2,283 69,837

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合計

リ

ス

ク

管

理

債

権

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

破綻先債権

延滞債権

【単体】

（百万円）

1,472 159 1,313

54,433 516 53,917

2,374 347 2,027

13,884 1,258 12,626

72,164 2,279 69,885

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合計

リ

ス

ク

管

理

債

権

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

破綻先債権

延滞債権

【連結】

【単体】

（百万円）

35,524 △ 2,409 37,933

18,039 352 17,687

17,485 △ 2,760 20,245

- - -

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

貸倒引当金

一般貸倒引当金

【連結】

13



（%）

56.5 △ 3.3 59.8

46.0 △ 5.1 51.1

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

部分直接償却前

部分直接償却後

4. リスク管理債権に対する貸倒引当金の引当率

5. 金融再生法開示債権

6. 金融再生法開示債権の保全状況

（%）

56.4 △ 3.3 59.7

45.9 △ 5.2 51.1

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

部分直接償却前

部分直接償却後

【単体】

【連結】

（百万円）

6,721 1,388 5,333

50,437 △ 2,210 52,647

16,258 1,604 14,654

73,417 783 72,634

要管理債権

合計　　(A)

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

【単体】

（百万円）

54,269 △ 546 54,815

貸倒引当金　(C) 18,825 △ 2,450 21,275

担保保証等による保全部分 35,444 1,904 33,540

特定債務者引当金 - - -

73.9% △ 1.6% 75.5%

79.0% △ 0.7% 79.7%

37,973 △ 1,121 39,094

49.6% △ 4.8% 54.4%

1.25% △ 0.03% 1.28%

開示債権額に対するカバー率　(B) / (A)

（参考：部分直接償却前のカバー率）

担保保証等による保全のない部分　(D)

引当率　(C) / (D)

不良債権比率

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

カバー額 (B)

【単体】
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＜自己査定・金融再生法開示債権・リスク管理債権との関係（単体）＞

【参考】

＜償却・引当についての考え方＞

合 計 5,854,985 5,536,304 307,234 11,446 ― 合 計 5,854,985

（注）「自己査定の債務者区分および分類額」における（　　）内は分類額に対する個別貸倒引当金の引当額です。

5,273

2,374

正 常 先 5,442,397 5,442,397 ― ―

3 ヵ 月 以 上
延 滞 債 権

13,884

破 綻先債権
( 貸 出 金 )

(貸出金以外)

1,428

18

54,433

1,277

貸 出 条 件
緩 和 債 権

（単位：百万円）

(貸出金以外)

延 滞 債 権
( 貸 出 金 )

　(－)

―

(－)

自 己 査 定 の 債 務 者 区 分 お よ び 分 類 額

破産更生債権
およびこれら
に準ずる債権

危 険 債 権

1,128

要 注 意 先 355,430

破綻懸念先 50,437

要 管 理 先 23,050 2,113

28,263 10,727

債務者区分 非分類

破 綻 先 1,447

実質破綻先

116 1,330

Ⅲ分類 Ⅳ分類Ⅱ分類

20,936 ―

(60)

(43)

4,145

―

11,446

要 管理 債権

－ ―

(15,666) (－)

―

―

正 常 債 権

――

―

64,399 291,030

57.8%

28.4%

6,721

50,437

16,258

100%

77.3%

52.6%

100%

73,417合 計

5,781,568

 72,120百万円

ﾘ ｽ ｸ 管 理 債 権

ｶﾊﾞｰ率 引当率

金 融 再 生 法 開 示 債 権

 73,417百万円

・信用リスクの程度に応じて区分し、原則として1年間の予想損失額を引当

要 管 理 先

要 注 意 先

担保等で保全されていない債権額の100%を償却・引当

・引当の対象債権額（担保等で保全されていない部分）に対し、今後3年間の予
想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当

・但し、市場評価が悪化するなど、リスクが相対的に大きいと認識した先については上記
によらず、個別債権毎に予想損失額を算定し引当

危険債権

破産更生
債権等

正 常 先

要管理
債権

自己査定区分

破 綻 先
実 質 破 綻 先

破 綻 懸 念 先

今後1年間の予想損失額を引当

再生法開示 償却・引当についての考え方（平成29年9月期）

・原則として、過去の貸倒実績率に基づき今後3年間の予想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当
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(1) アジア向け貸出金【単体】

(2) 中南米主要諸国向け貸出金【単体】

7. 国別貸出状況等

8. 業種別貸出状況等

業種別貸出金【単体】(1)

該当ありません

該当ありません

その他には、以下の貸出金を含んでおります。（注）

・船舶貸渡業（非居住者）とは国内船舶貸渡業者の海外子会社等です。

・船舶貸渡業（国内及び非居住者）や造船業等を含む船舶関連貸出金の29年9月末残高は560,559百万円

（29年3月末比＋26,160百万円）です。

（百万円）

717,859 1,340 716,519

3,723 13 3,710

1,116 154 962

4,881 1,182 3,699

159,020 1,675 157,345

155,769 12,434 143,335

33,935 △ 350 34,285

269,748 277 269,471

504,837 2,047 502,790

306,836 △ 15,810 322,646

918,480 29,953 888,527

386,609 2,193 384,416

826,823 78,768 748,055

(注) 1,475,738 46,317 1,429,421

鉱 業・採石業 ・砂 利採 取業

そ の 他

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

金 融 業 ・ 保 険 業

地 方 公 共 団 体

情 報 通 信 業

各 種 サ ー ビ ス 業

国 内 店 分

卸 売 業 ・ 小 売 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

漁 業

製 造 業

（除く特別国際金融取引勘定）

農 業 ・ 林 業

5,605,192160,1935,765,385

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

1,082,182 18,625 1,063,557

356,889 26,008 330,881

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

個 人 向 け

船 舶 貸 渡 業 （ 非 居 住 者 ）
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9. 預金等の状況

（億円）

74,956 2,330 72,626

22,600 728 21,872

47,000 1,494 45,506

5,355 107 5,248

個 人 預 金

公 金 ・ 金 融 預 金

預 金 等 残 高

28年度中間期
28年度中間期比

29年度中間期

法 人 預 金

（平　残）

〇 預金等残高の内訳【単体】

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（億円）

74,774 1,689 73,085

22,616 196 22,420

47,134 682 46,452

5,023 812 4,211

個 人 預 金

公 金 ・ 金 融 預 金

預 金 等 残 高

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

法 人 預 金

（末　残）

（百万円）

18,997 1,538 17,459

66 △ 2 68

6 5 1

78 △ 7 85

5,761 △ 203 5,964

- - -

353 △ 72 425

611 △ 79 690

8,685 2,318 6,367

2,772 △ 16 2,788

8,623 △ 684 9,307

10,612 135 10,477

- - -

15,551 △ 651 16,202

69,8372,28372,120

29年3月末
29年3月末比

29年9月末

国 内 店 分

卸 売 業 ・ 小 売 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

漁 業

製 造 業

（除く特別国際金融取引勘定）

農 業 ・ 林 業

鉱業・採石業 ・砂 利採 取業

そ の 他

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

金 融 業 ・ 保 険 業

地 方 公 共 団 体

情 報 通 信 業

各 種 サ ー ビ ス 業

業種別リスク管理債権【単体】(2)
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